






“周産期医療をめぐる諸問題に関する研究”班(竹村喬班長)の中の“周産期医療に関する

総合的研究”班(分担研究者多田裕)では、昨年に引き続き周産期医療のあり方につき検討

を行った。 

本年度の当分担研究班の構成は、研究協力者として、産科及び小児科から、水野正彦、谷

沢修、本多洋、竹内徹、柴田隆、竹峰久雄、井村総一、仁志田博司、小林美智子の諸氏に

参加を求め、竹村班長と中野・小川両分担研究者を交えて研究を実施した。 

昨年度の研究で、周産期医療においては、母体側の医療と、NICUでの医療がともに地域的

に有効に機能することが必要であることが明らかにされた。これをうけて、本年度は各地

域における周産期医療システムの現状を知るために、全国に先駆けてシステム化に取り組

んでいる愛知県と東京都の現状を視察し、システムのあり方と問題点につき検討した。 

さらに、わが国における周産期医療の実状を調査するためのアンケート用紙を作製し、小

川・中野両班にも協力を求め、班員を中心にアンケート調査を実施した。 

この調査結果を中心に、本年度もシンポジウム形式での検討会を行うこととし、昭和 63

年 2 月 11 日に大阪で班会議総会とともに公開の会議を開催した。 

プログラムは下記の通りであるが、この会では、多数の関係者の参加のもとにわが国の周

産期医療が現在直面している諸問題につき討論が行われた。 

検討結果については、本報告書に詳細に記されているのでここでは省略するが、この中で、

わが国の周産期医療は、システムとして確立したものでなく、未だ一部の医師やコーメデ

ィカルスタッフの努力によって支えられている点が多く、極めて不安定なものであること

が明らかになった。 


